
 

 

景 況：回復に向け、強含みの動き。 

見通し：先行きの改善に期待。 

 

 

◎都内中小企業の業況は10ポイント改善し、３月の小休止後、再び回復に向け

た強含みの動きとなっている。製造業をはじめ、全業種で改善するなど、堅

調な動きで推移している。また、向こう３ヶ月の見通しも、先行きの改善に

期待感を高めている。 

○４月の都内中小企業の業況ＤＩ値は▲26（前月▲36）と10ポイント改善し、

水面下ではあるが、力強い回復基調にある。製造業は▲18（同▲24）と大き

く改善し、他業種に比べ先行して回復している。卸売業も▲21（同▲32）と

大幅に改善。また出遅れ感のあった小売業も▲48（同▲61）と10ポイント以

上の改善をみせ、ひときわ大きな動きとなった。サービス業は▲21（同▲30）

と９ポイント改善し、再び回復に向けて動き出している。 

業種区分ごとでみると、製造業は引き続き｢機械器具｣が好調なほか、「食料

品・その他」が大幅に改善している。卸売業は、全業種区分で改善を示すな

か、「化学・金属材料」の好調さが目立つ。小売業も同様に「日用雑貨」以外

は全業種区分で改善した。サービス業は前月悪化した「個人関連サービス」

が一転して大幅な改善となった。 

○前年同月比の売上高は▲19（前月▲26）と７ポイント改善し、売上の順調な

回復を示す結果となった。業種別では製造業が横ばいとなったものの、他は

いずれも改善している。なかでも小売業は18ポイントの大幅な改善を示して

いる。業種区分ごとでみると、製造業の｢機械器具｣、卸売業の「化学・金属

材料」、｢機械器具｣が好調さを持続している。小売業では前月悪化した｢余暇

関連｣「耐久消費財」が大幅に改善し、サービス業も｢個人関連サービス｣が３

ヶ月連続の改善となっている。 

○当月と比べた向こう３ヶ月（５～７月）の業況見通しは、▲10(前月▲17)と

７ポイント改善し、悲観的な見方がさらに弱まり、先行きへの期待感を強め

ている。業種別にみると、卸売業がほぼ横ばいで推移しているほか、製造業

▲５（前月▲12）、小売業▲22（同▲30）、サービス業▲９（同▲21）といず

れの業種も先行きに対する明るさが増している。業種区分では小売業の｢余暇

関連｣、サービス業の｢企業関連サービス｣の改善が目立つ。 
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景況指数表 

・指標値(％):DI＝「良い」・「増加」等企業割合－「悪い」・「減少」等企業割合 

４ 月 の 景 況 今後３ヶ月の見通し 調査対象 
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全       体 ▲26 ▲13 ▲19 4 ▲11 9 ▲10 ▲ 6 ▲18 

製   造   業 ▲18 ▲ 8 ▲11 27 ▲12 8 ▲ 5 ▲ 6 ▲ 8 

繊 維 ・ 衣 料 ▲30 ▲ 7 ▲33 7 ▲11 10 ▲12 ▲11 ▲26 

木 材 関 連 ▲48 ▲20 ▲57 14 ▲34 23 ▲23 ▲26 ▲62 

紙 ・ 出 版 ・ 印 刷 ▲30 ▲14 ▲22 ▲ 1 ▲14 11 ▲14 ▲16 ▲25 

化 学 ・ 皮 革 ▲11 ▲ 4 ▲16 23 ▲11 9 ▲ 6 0 ▲ 5 

金 属 材 料 ▲17 ▲13 0  65 ▲ 5 3 ▲ 2 ▲ 2 1 

機 械 器 具 ▲ 6 1  12  37 ▲13 7 4 2 15 

 

食 料 品 ・ そ の 他 ▲18 ▲13 ▲29  12 ▲15 7 ▲ 5 ▲11 ▲23 

卸   売   業 ▲21 ▲ 7 ▲11 ▲ 1 ▲ 1 12 ▲ 9 ▲ 2 ▲11 

衣料・身の回り品 ▲32 ▲ 3 ▲ 8 1 ▲ 4 12 1 2 ▲20 

食 料 品 ▲26 ▲ 5 ▲21 ▲ 9 ▲ 6 12 ▲14 7 ▲22 

日 用 雑 貨 ▲24 ▲ 5 ▲22 ▲12 ▲10 11 ▲18 ▲ 7 ▲15 

建 築 ・ 住 宅 関 連 ▲30 ▲19 ▲33 4 9 21 ▲14 ▲11 ▲30 

化 学 ・ 金 属 材 料 ▲ 3 ▲ 8  11 5  17 13 1 7 15 

 

機 械 器 具 ▲12 ▲ 1  7 5 ▲12 3 ▲12 ▲ 9 5 

小   売   業 ▲48 ▲28 ▲37 ▲24 ▲18 7 ▲22 ▲11 ▲39 

衣料・身の回り品 ▲38 ▲21 ▲31 ▲23 ▲20 1 ▲14 ▲ 6 ▲33 

食 料 品 ▲56 ▲30 ▲47 ▲22 ▲16 5 ▲26 ▲14 ▲43 

日 用 雑 貨 ▲65 ▲35 ▲46 ▲26 ▲11 13 ▲37 ▲27 ▲51 

耐 久 消 費 財 ▲46 ▲33 ▲29 ▲31 ▲23 2 ▲16 ▲ 8 ▲35 

 

余 暇 関 連 ▲34 ▲23 ▲28 ▲18 ▲26 14 ▲16 0 ▲33 

サ ー ビ ス 業 ▲21 ▲14 ▲24 － ▲16 － ▲ 9 ▲ 4 ▲22 

企業関連サービス ▲17 ▲11 ▲25 － ▲17 － ▲ 3 0 ▲18 
 

個人関連サービス ▲29 ▲17 ▲20 － ▲14 － ▲21 ▲13 ▲34 
(注) 1．調査項目：業況（良い・普通・悪い）、売上高（増加・ほぼ同様・減少）、仕入価格・販売価格（上 

昇・ほぼ同様・低下）、製品商品在庫（過大・適正・不足）。 
2．売 上 高：製造業は生産額。 
3．仕入価格：卸売業・小売業は仕入高。 
4．販売価格：サービス業は料金単価。 

東京都中小企業の景況 
（平成１６年５月調査） 

登録番号 15(297) 

《４月の景況》 
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事業資金の調達等に関する調査 

 
景況調査では、資金調達に関する調査を定期的に実施しており、今

回は金融機関の利用状況とともに、今後の資金調達の手段も調査した。

回答企業数は1,185（業種別：製造業379、卸売業299、小売業252、サ

ービス業255、規模別：小規模296、中小規模229、中規模247、大規模

210、規模不明203）で回答率は27.9％（製造業30.3％、卸売業29.9％、

小売業25.2％、サービス業25.5％、規模別：小規模33.1％、中小規模

37.7％、中規模28.7％、大規模34.7％、規模不明14.4％）である。（規

模分類については２ページ参照） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１．主な取引金融機関 

全体では「都市銀行」（以下「都銀」）が63.2％と最も多く、以下

「信用金庫・信用組合」（以下「信金・信組」）29.0％、「地方銀行」

（以下「地銀」）5.0％、「その他」2.4％の順となっている。 

規模別にみると、小規模は「都銀」の５割に対し「信金・信組」

も４割を占めている。規模が大きいほど「都銀」の割合が増える一

方で、「地銀」については規模別の差はあまり見られない。「信金・

信組」は大規模のみ1割弱と、他規模に比べ低くなっている。 

前回調査（平成15年７月実施）と比較すると、全体では「都銀」

は変化なく、「信金・信組」が2.1ポイント増、「その他」が0.7ポイ

ント増であり、「地銀」のみ1.4ポイント減少した。 

規模別にみると、全規模で「地銀」が減り「信金・信組」が増え

ている。「都銀」は「規模不明」以外の全規模で前回より割合が減少

している。中小規模で「都銀」が3.2ポイント減少、「信金・信組」

で3.8ポイント増加となっている。全体的に「都銀」「地銀」の割合

が減り「信金・信組」が増えている。 

図表１ 主な取引金融機関（規模別） 

今回調査      （ ）内は平成 15 年 7 月調査結果            （単数回答、％）  

  都市銀行 地方銀行 
信用金庫・ 

信用組合 
その他 無回答 n 

全 体 63.2（63.2） 5.0（6.4） 29.0（26.9） 2.4（1.7） 0.4（1.9） 1,185 

小 規 模 50.3（50.9） 4.4（5.1） 43.2（40.3） 1.4（1.5） 0.7（2.2） 296 

中 小 規 模 58.1（61.3） 5.7（5.8） 34.5（30.7） 1.3（0.4） 0.4（0.3） 229 

中 規 模 66.8（67.0） 4.5（7.5） 25.9（22.9） 2.8（2.2） 0.0（0.3） 247 

大 規 模 81.0（82.0） 6.7（7.7） 7.6（5.8） 4.8（2.7） 0.0（1.9） 210 

規 模 不 明 65.0（60.4） 3.9（6.0） 28.1（28.1） 2.0（1.8） 1.0（3.7） 203 

       

今回調査と平成 15 年 7 月調査結果との差   （％）  

  都市銀行 地方銀行 
信用金庫・ 

信用組合 
その他 無回答  

全 体 0.0 -1.4 2.1 0.7  -1.5  

小 規 模 -0.6 -0.7 2.9 -0.1 -1.5  

中 小 規 模 -3.2 -0.1 3.8 0.9 0.1  

中 規 模 -0.2 -3.0 3.0 0.6 -0.3  

大 規 模 -1.0 -1.0 1.8 2.1 -1.9  

規 模 不 明 4.6 -2.1 0.0 0.2 -2.7  

●主な取引金融機関は「都市銀行」が63.2％、「信金・信組」が29.0％

と、この両者で90％以上を占める。大規模の「都市銀行」８割、小

規模が「信金・信組」4割が特徴的である。昨年調査に比べ、「都市

銀行」の割合は変化がなく、「信金・信組」は2.1ポイント増加。「地

銀」のみ1.4ポイント減少となっている。 

●借入や返済に対する金融機関の姿勢は「厳しい」が18.5％、「緩や

か」が31.8％。「厳しい」の割合は、平成９年11月の調査以来最も

低く、昨年の調査結果と比べても4.7ポイント減少した。「緩やか」

の割合は昨年に比べ7.2ポイントと大きく増加し、厳しい姿勢は緩

和の方向に向かっている。 

●主な取引金融機関から借入れするときの担保は「信用保証協会の

保証」、「経営者の保証」、「不動産」がそれぞれ５割前後を占めてい

る。規模が大きいほど「不動産」の割合が高く、中小・中規模は「経

営者以外の保証」の割合が他規模に比べて高い。 

●主な取引金融機関から借入れするときの金利は「変化なし」が

55.0％と過半数を占めるものの、全規模で「低下」より「上昇」の

割合が高い。 

 

《概 要》 

６ 



２．借入・返済に対する金融機関の姿勢 

新規・継続借入や返済に対する金融機関の姿勢については「厳し

い」が18.5％、「緩やか」が31.8％となっている。「厳しい」の割合

は前回調査（平成15年７月実施）の23.2％より4.7ポイント減少し、

調査を開始した平成９年11月以来、最も低い割合となった。一方「緩

やか」の割合は前回調査と比較し7.2ポイントと大きく増加した。こ

れらのことから、借入や返済に対する厳しい姿勢が緩和の方向に向

かっていることがわかる。 

規模別にみると、「厳しい」とする割合は、中小規模26.2％、小規

模22.6％、中規模16.6％、大規模11.0％の順となっており、中小規

模でやや高い。 

「厳しい」の減少幅が最も大きいのは、大規模の9.7ポイント、次

いで中規模の8.2ポイントである。また「緩やか」の割合は大規模が

17.5ポイント増、中規模が8.1ポイント増と、大幅な増加となってお

り、中規模と大規模の企業に対しては特に厳しさが緩和しているこ

とをうかがわせる。 

図表２ 借入等に対する金融機関の姿勢（規模別） 

今回調査      （ ）内は平成 15 年 7 月調査結果           （単数回答、％）  

  厳しい 緩やか 
どちらともいえない・ 
わからない※ 

無回答 ｎ 

全 体 18.5（23.2） 31.8（24.6） 42.4（48.0） 7.3（4.2） 1,185 

小 規 模 22.6（23.0） 20.6（16.6） 45.3（57.4） 11.5（2.9） 296 

中 小 規 模 26.2（27.0） 25.3（21.5） 42.8（47.4） 5.7（4.0） 229 

中 規 模 16.6（24.8） 38.9（30.8） 41.3（40.6） 3.2（3.8） 247 

大 規 模 11.0（20.7） 54.3（36.8） 33.3（40.2） 1.4（2.3） 210 

規 模 不 明 13.8（19.4） 23.6（19.8） 48.3（51.1） 14.3（9.7） 203 

※今回調査の数字は「どちらともいえない」のみの割合である。  
      
今回調査と平成 15 年 7 月調査結果との差  （％）  

  厳しい 緩やか 
どちらともいえない・ 
わからない 

無回答  

全 体 -4.7 7.2 -5.6 3.1  

小 規 模 -0.4 4.0 -12.1 8.6  

中 小 規 模 -0.8 3.8 -4.6 1.7  

中 規 模 -8.2 8.1 0.7 -0.6  

大 規 模 -9.7 17.5 -6.9 -0.9  

規 模 不 明 -5.6 3.8 -2.8 4.6  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注）厳しいと答えた企業の割合
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% 図表３ 金融機関の姿勢を「厳しい」とする割合の推移

７ 



３．主な取引金融機関から借入れするときの担保 

主な取引金融機関から借入れするときの担保は、全体では「信用

保証協会の保証」（以下、「信保」）（51.1％）、「経営者の保証」

（49.1％）、「不動産」（48.8％）が50％前後でほぼ同じ割合を占

め、次いで「預金・有価証券」（21.6％）、「経営者以外の保証」

（5.2％）と続いている（複数回答）。 

規模別の傾向をみると、中規模・大規模と規模が大きいほど「不

動産」の割合が高く、中小規模・中規模など中程度の規模の企業は

「経営者の保証」が高い。また中小規模は「信保」の割合も他規模

に比べやや高い。 

小規模では「信保」「不動産」「経営者の保証」の順に高く、中

小規模では「信保」「経営者の保証」の順であり、「経営者以外の

保証」の割合が他規模に比べやや高い。大規模では「不動産」「経

営者の保証」の順であり、「経営者以外の保証」の割合が他規模に

比べて低い。 

 

図表４ 主な取引金融機関から借入れするときの担保 

     （複数回答、％）  

  不動産 
預 金 ・ 有
価証券 

信用保証協
会の保証 

経営者の
保証 

経営者以
外の保証 

その他   n 

全 体 48.8 21.6 51.1 49.1 5.2 5.2 1185 

小 規 模 42.6 18.2 52.4 39.9 6.8 4.1 296 

中 小 規 模 48.5 21.8 62.9 56.3 7.9 3.1 229 

中 規 模 60.3 25.1 58.3 57.1 4.9 3.2 247 

大 規 模 60.0 26.7 32.9 49.5 1.9 11.0 210 

規 模 不 明 32.5 16.7 46.3 44.3 3.9 5.9 203 

 

 

 

４．主な取引金融機関から借入れするときの金利 

主な取引金融機関から借入れするときの金利について、全体では

「変化なし」（55.0％）、「上昇」（21.0％）、「一律でない」（16.1％）、

「低下」（7.9％）と、過半数で変化がないものの、「上昇」が２割

を占め「低下」を上回っている。 

規模別にみると、小規模は「変化なし」に次いで「一律でない」

が20.3％であり、借換え時に金利変更を迫られることが他規模に比

べて多いことがうかがえる。中小規模は「変化なし」に次いで「上

昇」が26.9％と、約3割の企業が金利上昇に直面していることがわか

る。中規模は「上昇」が24.9％と中小規模に次いで割合が高いもの

の「低下」も8.7％と他の規模に比べてやや高く、業績等により金利

格差があることがわかる。大規模は「変化なし」が62.2％と６割以

上であり、「上昇」は15.3％と他規模に比べて低い。 

図表５ 主な取引金融機関から借入れするときの金利 

    （単数回答、％）  

  上昇 低下 変化なし 一律でない   n 

全 体 21.0 7.9 55.0 16.1 1,013 

小 規 模 18.6 6.1 55.0 20.3 231 

中 小 規 模 26.9 7.6 47.7 17.8 197 

中 規 模 24.9 8.7 53.3 13.1 229 

大 規 模 15.3 8.2 62.2 14.3 196 

規 模 不 明 18.8 9.4 57.5 14.4 160 

※無回答を除く     
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